
愛知県における野生いのししのアフリカ豚熱対策について 

今、世界ではアフリカ豚熱という豚及び野生いのししの伝染病のまん延が大きな問題となって

います。2007年にアフリカからヨーロッパ、ロシアへ、2018年には中国に拡大し、東アジア21

か国（地域）では、スリランカ、台湾、日本のみ発生していません。しかし、入国時に持ち込ま

れる肉製品からウイルスが検出される事例に加え、2024 年１月に韓国の釜山で集中的に感染が

確認されており、国内への侵入が危惧されています。日本に侵入すれば、畜産物の安定供給に深

刻な悪影響を与えるおそれがあります。国内への侵入防止や万が一、侵入した際の防疫措置の際

は、皆様の協力が必要です。 

１ 豚熱とアフリカ豚熱の違い 

 

２ 韓国におけるアフリカ豚熱の発生状況（出典：農林水産省ホームページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豚熱 アフリカ豚熱
日本発生済 日本未発生

豚熱ウイルス（RNAウイルス） アフリカ豚熱ウイルス（DNAウイルス）

なし 軟ダニ（日本では未確認）

＜一般的なレベル＞
・室温で数日～2週間。4℃でも1～2か月。

＜環境耐性が高い＞
・野外死体中で数か月単位。・畜産物での冷蔵で年単位。

・元気消失、発熱・下痢、死亡等 ・元気消失、発熱・下痢、死亡(突然死あり)等

・口や鼻、肛門からの出血(鮮血)がみられる場合あり。

ワクチン あり なし

防疫 殺処分 殺処分・予防的殺処分※

被害 豚：約36.９万頭の殺処分、いのしし：約７.１千頭 陽性 未発生

①サーベイランス（検査）、②ワクチン散布、
③捕獲強化、④衛生対策の徹底

①サーベイランス（検査）、②防疫措置（積極的な死体探
索・死体処理）、③捕獲強化、④衛生対策の徹底

病原体

宿主

環境耐性

臨床所見

　　　　　　・感染した生体／死亡個体、排泄物、感染動物に由来する畜産物

媒介物
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※　感染力の強い家畜伝染病のまん延を防ぐため、発生が確認されていない周辺農場（半径500ｍ～３km区域の中で、
　国が農場を指定）も殺処分の対象に加える措置で、野生いのししにおいても適応の可能性あり。

愛 知 県 農 業 水 産 局 農 政 部 
農業振興課 野生イノシシ対策室 
２０２４年８月７日（水） 

（農林水産省 消費･安全局 調べ ６／１５現在） 

初発生日：    ２０１９年９月１６日 

発生数（豚）：           ４２件 

感染数（野生いのしし）：  ４,０７１件 

豚、いのしし飼養頭数 ：約１,１２２万頭 

（拡大図） 



３ 国の基本方針に基づく野生いのししでの感染確認時の対応の流れ 
「野生いのししにおけるアフリカ豚熱の浸潤状況の的確な把握と感染防止のための基本方針」（令和６年３月28 日施行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
４ 愛知県における防疫体制の整備 
◯ 国の基本方針に基づく防疫体制整備（県実施要綱(Ｒ６.６月）、マニュアル(Ｒ６.７月)の策定） 

◯ 円滑な初動対応の実現に向けた人材育成活動（関係者への研修、机上演習、野生イノシシ生

息地踏査、野生イノシシ死体対応に関する現地演習） 

  ⇒ 特に、感染確認時の初動体制において重要な防疫措置の実行計画作成（捜索ルート、林地

での消毒ポイントの設定等）時に御協力をお願いします。 

◯ 県民の皆さんへのリスクコミュニケーションの実施(イベント等での資料

配布、ウェブや ＳＮＳでの情報発信※) 

※ 野生イノシシ対策室によるアフリカ豚熱に関する情報発信の内容 （右：QR コードより） 

農業振興課HP → 下に下がって「鳥獣害対策」の「野生鳥獣資料室」をクリック  

→下に下がって 「あいち鳥獣通信」 の「２０２４年５月」をクリック （４ページを参照） 

◇適切な死体処理・消毒

ＡＳＦ

サーベイランス

いのししの

大量死等

県検査機関で

ＡＳＦ遺伝子検査

⇒ 陽性疑い

動衛研での

検査

⇒ 陽性確定

・対策本部の設置

・防疫方針の決定

・対応スケジュールの決定

・防疫措置の準備、調整

・防疫拠点の設置

◆死体発見、県の検査（指針第17）、病性判定（指針第18）、病性判定時の措置（指針第19）

防疫措置の実施に向けた各種準備・情報共有・調整等

アフリカ豚熱の感染から防疫方針の決定・措置の準備

防疫措置の実施

◆通行制限・遮断（指針第20）、移動制限（指針第21）、消毒ポイント（指針第23）

死体発見の連絡から結果判明まで、原則 24時間以内

陽性確認後、少なくとも22日間 実施

◆積極的死体捜索（指針第24）

死体捜索開始 死体発見
死体対応班の

派遣要請

１班当たり

10～30人程度

死体運搬不可の場合

◆死体対応（指針第24）

死体運搬

（納体袋封入等により封じ込め）

遺伝子検査の結果を待たず「汚染物品」として処理

焼却炉で焼却 指定の場所で埋却または

発見地点周辺で消毒処理

死体の処理方法

検体採取
１班当たり

４～５人程度

３km

１０km

歩行者

消毒ポイント

登山口

駐車場

車両消毒ポイント

歩行者消毒ポイント

車両消毒ポイント

駐車場

歩行者消毒ポイント

歩行者消毒ポイント

ロッジ

【半径３ｋｍの範囲内】

〇 死体対応（検体採取、消毒、搬送）

〇 積極的死体捜索

※ 感染拡大防止のため、原則捕獲はしない。

〇 通行の制限または遮断

〇 当圏内に入る道路や登山道に消毒ポイント設置

【半径１０ｋｍの範囲内】

〇 捕獲・サーベイランス強化

〇 野生いのししの死体等の移動制限

【半径３ｋｍの周囲】 〇 散逸・侵入防止

⇒ 電気柵や罠の設置、草刈り等（緩衝帯として）

〇 捕獲・サーベイランス

感染死体発見場所

通行遮断・制限あり

通行遮断・制限なし






